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序     文 

 
日本国政府は、バングラデシュ人民共和国（「バングラデシュ国」）政府の要請に基づき、バングラ

デシュ国「気象解析・予測能力向上プロジェクト」を実施することを決定しました。 

独立行政法人 国際協力機構は、プロジェクト開始に向けた協議を行うため、平成 20 年 10 月 29
日から平成 20 年 11 月 21 日にかけて、当機構の地球環境部水資源・防災グループ防災第一課長 三

村悟を団長とする詳細計画策定調査団を現地に派遣しました。 

調査団は本件の背景を確認すると共に、バングラデシュ国政府の意向を聴取し、且つ現地踏査の結

果を踏まえ、本格協力に関するミニッツ（Ｍ／Ｍ）に署名しました。 

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあたっ

て、関係方面に広く活用されることを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 21 年 3 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 
 
バングラデシュ事務所長 萱島 信子 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 21 年 3 月 1 日 

担当部・課：バングラデシュ事務所 

１．案件名 

バングラデシュ国「気象解析・予測能力向上プロジェクト」 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、バングラデシュ国気象局による天気予報および災害に関する気

象予警報が災害被害の軽減へ貢献することを目的として、天気予報及び気象予警報の

迅速性向上、また精度向上を図るものである。プロジェクトは大きく 6 つのコンポー

ネントから構成されており、①気象観測技術の向上、②気象解析技術の向上、③気候

変動データの活用による気候変化の傾向分析、④数値予報に関する基礎技術の向上、

⑤広報・啓蒙活動の実施、⑥気象レーダーの運用・維持管理能力の向上を行う。 

（２） 協力期間      2009 年 7 月～2012 年 6 月（3 年間）を予定 

（３） 協力総額（日本側） 約 2.6 億円 

（４） 協力相手先機関 

バングラデシュ国気象局（BMD：Bangladesh Meteorological Department） 

（５） 国内協力機関 

国土交通省 気象庁（JMA：Japan Meteorological Agency） 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

直接的裨益対象者：BMD 職員 

１）ラングプールレーダー、ダッカレーダー、モウルビバザールレーダーを含む

沿岸部以外及び予報部を所管する暴風予警報センター（SWC：Storm Warning 

Center）（238 名） 

２）気候部（Climate Division）（28 名） 

３）研修部（Meteorological Training Institute）（17 名） 

４）ケプパラレーダー及びコックスバザールレーダーを含む沿岸部を所管するチ

ッタゴン支所（220 名） 

間接的裨益対象者： 

１）BMD の発出する天気予報を受信する国民 

２）BMD の発出する災害予警報を受信する関連機関及び国民 
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３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

バングラデシュ国はその大部分がガンジス河を始めとする大河のデルタ地帯に位置

し、標高 10m 以下の低平地で地理的特性から特に沿岸部を中心としてサイクロン、高

潮、洪水などの自然災害に脆弱な国である。また、北東地域は洪水の頻繁地域で近隣

国の山岳地域に囲まれていることからフラッシュフラッド（鉄砲水）の被害も多い。

現在、北東地域の気象観測網の拡充のため無償資金協力による「モウルビバザール気

象レーダー設置計画」を 2008 年１月より実施中であり、完成後（2009 年 3 月中を予定）、

過去に無償資金協力により供与したダッカ（1999 年）、ラングプール（1999 年）、コッ

クスバザール（2007 年）、ケプパラ（2008 年）を含む 5 つのレーダーの運用により、

全国土が気象レーダー観測網にてカバーされることになる。 

バングラデシュ国の気象観測・予測は気象局（BMD）が管轄しており、地表観測所、

バルーン観測、ラジオソンデ観測所での観測に加え、既存の 4 ヶ所の気象レーダーか

らのデータを元に気象観測・予測を行っている。また水資源開発庁（BWDB）傘下の

洪水予警報センター（FFWC）等防災関連機関と連携しながら、洪水予測に必要な情報

提供や関係機関・メディアへの迅速な情報伝達を行っている。しかしながら、実際の

観測値による校正が十分ではないために気象レーダーによって得られたデータを十分

に活用できておらず、また、気象予測も予報官によって予報にバラつきがあるなどの

問題もある。全国土をカバーする気象観測網の効果をより拡大するためにも、気象レ

ーダーデータを有効に活用した降雨量解析を行うことができる人材を育成すること、

またそれを踏まえて災害情報として活用度の高い気象予報を発信する能力を強化する

ことが求められている。 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

「貧困削減戦略書（Poverty Reduction Strategy Paper：PRSP）（2005 年 10 月）」にて、

洪水、暴風雨およびサイクロンによる自然災害は社会経済への影響が甚大であるとの

認識のもと早期警戒を含む災害管理体制の整備が重要であることが示されており、気

象予報能力の向上により自然災害被害の軽減を目指す本プロジェクトは災害管理体制

の整備の一つとして位置づけられる。 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおけ

る位置付け） 

我が国は対バングラデシュ国別援助計画において「経済成長」、「社会開発と人間の

安全保障」、「ガバナンス」を重点分野として位置づけ、「社会開発と人間の安全保障」

の中で「災害対策」を重点セクターの一つとしている。本プロジェクトは、「災害セク

ター」の基本方針「災害を未然に防ぎ、最小限に抑制するための災害被災の軽減・予

防に対するアプローチ」の重要なコンポーネントとして位置づけられる。 
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４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

気象情報を必要とする関係者に対して、確実で迅速な気象情報が発信されるようにな

る。 

（指標･目標値） 
1 災害時に気象レーダーによる観測結果がほぼリアルタイムで推定雨量に換算され、

関係機関に提供される。 
2 防災関連機関及びメディアに対して、気象災害に関する啓発ワークショップ、小冊

子の発行等の情報発信を行う。 
 
② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

精度の高い気象情報により、バングラデシュ国における自然災害被害が軽減される。 

（指標･目標値） 
未設定（プロジェクト開始後、3 ヶ月を目処に設定する） 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

① アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

【成果 1】 

BMD の気象観測技術が向上する。 

（指標・目標値） 

1 プロジェクト期間中に観測員および観測機器の検定員に対して 6 回以上の研修を

行い、研修参加者が研修内容を理解する。 

2 観測員が改訂されたマニュアルに沿って観測を行う。 

3 観測機器の検定員が改訂されたマニュアルに沿って検定を行う。 

【活動 1】 

1-1 観測所の観測員に対する研修を実施する。 

1-2 WMO（世界気象機関）の最新の指針に沿って観測マニュアルを改訂する。 

1-3 予報官に対するデータ品質管理研修を実施する。 

1-4 天気予報に関する会報を毎日定期的に行う。 

1-5 観測機器の検定員に対する研修を実施する。 

1-6 観測機器の検定に関するマニュアルを改訂する。 
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【成果 2】 

気象予警報に有効活用される気象レーダーデータを使った降雨量解析が行えるよう

になる。 

（指標・目標値） 

1 2010 年 12 月までに解析雨量と実雨量の相関関係が確認される（キャリブレーショ

ン解析）。 

2 2011 年までに、5 基の気象レーダーの観測範囲内において BMD が解析雨量を算出

することができるようになる。 

【活動 2】 

2-1 既にレーダー観測を開始しており、観測データが存在すると共にサイクロンによ

る被害が大きいコックスバザールおよびケプパラの気象レーダーデータおよび

範囲内の既存雨量観測データを用いてキャリブレーション解析を行う。 

2-2 2-1 の結果をもとに実雨量と解析雨量の暫定的な相関係数を決定する。 

2-3 2-2の結果をもとに 2009年 4月より観測を開始するとともにフラッシュフラッド

による被害が大きいモウルビバザール気象レーダーデータおよび範囲内の既存

雨量観測データについてキャリブレーション解析を行い、相関係数の適用性を

確認する。 

2-4 2-3 と並行してダッカおよびラングプールの気象レーダーデータおよび範囲内の

既存雨量観測データについてもキャリブレーション解析を行う。 

2-5 2-1～2-4 により得られた解析雨量を評価し、「バ」国における実雨量と解析雨量

の相関係数を確定する。 

【成果 3】 

蓄積された気象データを活用して気候変動の傾向を分析できるようになる。 

（指標・目標値） 

1 2011 年 12 月までに気候の統計解析の結果がまとめられる。 

2 プロジェクト終了までに SAARC（南アジア地域協力連合）加盟国間で気候変動の

傾向分析の結果が共有される。 

【活動 3】 

3-1 異常値を検出するためのデータ品質管理手法を開発する。 

3-2 データ品質管理手法を改良する。 

3-3 気象データのアーカイブを行う。 

3-4 気象データを用いた統計解析を行い、気候変動の傾向分析を行う。 

3-5 SAARC 加盟国を対象としたワークショップを開催する。 
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【成果 4】 

中期予報技術の向上に必要な数値予報（NWP：Numerical Weather Prediction）に関す

る基礎技術が習得される。 

（指標・目標値） 

1 プロジェクト終了時までに、プロジェクト専門家による評価を実施し、5 名以上の

BMD 職員が数値予報（NWP）の基礎技術を習得したことが確認される。評価方法

については、プロジェクト終了 6 ヶ月前までに確定する。 

【活動 4】 

4-1 数値予報（NWP）に関する基礎研修を実施する。 

4-2 近隣国の出力結果をもとに数値予報の適用可能性を考察する。 

4-3 4-2 の結果をもとにガイダンス手法を試験する。 

4-4 4-3 の結果をもとにメソモデル解析を試行的に実施する。 

【成果 5】 

防災関連機関および一般国民向けに気象現象の理解促進を行う BMD の広報能力が

向上する。 

（指標・目標値） 

1 プロジェクト期間中に防災関連機関向けに 6 回以上セミナー、ワークショップを

開催し、参加者の 70%以上が内容を理解する。 

2 気象災害の被害を受けやすい地域の小学生や住民を対象に、気象現象の理解促進

を行うための小冊子を 2 種類以上作成し、配布する。 

【活動 5】 

5-1 防災関連機関向けのワークショップを実施する。 

5-2 気象現象に関する小冊子を作成する。 

【成果 6】 

気象レーダー施設の運用・維持管理体制が強化される。 

（指標・目標値） 

1 プロジェクト期間中に気象レーダー施設の運用・維持管理に関する研修が 3 回以

上実施され、参加者が内容を理解する。 

2 プロジェクト終了時までに 10 名の BMD 管理職員が気象レーダー施設を効率的に

運営・維持管理できるようになる。 

3 気象レーダー施設の運営・維持管理に携わる BMD 技術職員が見直されたガイドラ

インに沿って作業を行う。 
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【活動 6】 

6-1 気象レーダー施設の運用・維持管理に関する研修を実施する。 

6-2 機器の維持管理マニュアルの見直しを行う。 

6-3 気象レーダー施設の運用マニュアルの見直しを行う。 

6-4 適正な維持管理計画を策定する。 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 2.8 億円） 

(a) 専門家派遣： 短期専門家（7 分野）計 80MM 

（気象観測、気象予報、レーダーキャリブレーション、気候デー

タ監理、統計解析、数値予報、施設運用・維持管理） 

(b) 供与機材：  各種解析作業に必要な機材 

(c) 研修員受け入れ：計 6 名 

② バングラデシュ国側 

(a) プロジェクト・オフィスの提供 

(b) カウンターパートの配置 

(c) カンターパート予算の負担（カウンターパート人件費、施設・土地手配、その他）

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

 １）成果達成のための外部条件 

  1 研修を受けた観測員が気象局の業務に継続して従事すること 

  2 研修を受けた機器検定員が気象局の業務に継続して従事すること 

  3 技能を修得した職員が気象局にとどまること 

  4 施設の維持管理に必要な予算が確保されること 

 ２）プロジェクト目標達成のための外部条件 

   気象情報の提供など気象局に関連する業務に対する国の方針が変わらないこと 

 ３）上位目標達成のための外部条件 

  1 気象局から提供される情報が関連機関で利用されること。 

  2 サイクロン「シドル」被災地域にて無償資金協力により建設中のサイクロンシェル

ター（2010 年完成予定、計 36 基）が完成する。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１） 妥当性：本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・ バングラデシュでは、強い降雨によりもたらされるフラッシュフラッド、サイクロ

ン等の気象災害による被害が多く、気象予警報にかかる BMD 職員の能力強化は喫

緊の課題であり、「バ」国が策定した貧困削減戦略書（PRSP）にも位置づけられて

おり、国家開発課題とも合致している。 
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・ 過去に無償資金協力を通じ、バングラデシュ全土及びインド国内の一部を観測する

気象レーダー網が設置され、レーダーによる気象観測体制は整備された。しかしな

がら、それを補足する気象観測及び予報に関する BMD 職員の技術レベルは未だ不

十分であり、本技プロによる技術移転は不可欠である。 

・ 本プロジェクトは日本の援助重点課題「災害対策プログラム」に位置づけられる。

（２） 有効性：本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込める。 

・ 本プロジェクトは、バングラデシュ国の気象観測、解析、予報を担う気象局（BMD）

の人材育成、マニュアルの改訂、またこれまで我が国が協力してきた気象レーダー

整備の成果拡大を図る活動から構成されており、これまでの無償資金協力の実績も

踏まえ、プロジェクト目標達成の実現可能性は高いといえる。また外部条件として

国家政策が変わらないことを挙げているが、国家政策の中でも自然災害への対応は

重要視されており、災害による被害の軽減・予防に資する気象観測業務を担う気象

局（BMD）の役割は今後も変わらないと思われる。 

（３） 効率性：本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込める。 

・ これまで我が国が実施してきた無償資金協力の成果や教訓を十分に反映することが

でき、プロジェクト目標達成に向けて効率的な活動が実施できるといえる。短期専

門家派遣、CP 研修を効率的に組み合わせることで、効率的な本邦リソースの活用を

図る。また施設整備についてはこれまでの無償資金協力により実施されていること

から、本プロジェクトの活動では既存の保有施設・機器を最大限に活用することが

できる。 

（４） インパクト：本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

・ 災害多発国であるバングラデシュ国においては自然災害の被害が大きな問題であ

り、特に気候変動の影響でさらにその注目度は増している。上位目標が達成され、

自然災害発生時の被害が軽減すれば、バングラデシュ国社会全体に大きなインパク

トを与えるものと予想される。また気候変動の傾向解析が発展すれば、災害対応の

みならずバングラデシュ国の主要産業である農業分野へも利用することができ、バ

ングラデシュ国の経済にもインパクトを与えるものと予想される。 

・ 本プロジェクトによる気象情報発出能力の向上に加え、過去に無償資金協力により

供与したサイクロンシェルター（1993-2003、計 81 基）及び現在サイクロン「シド

ル」被災地域にて建設中のサイクロンシェルター（2010 年完成予定、計 36 基）の

複合的な効果により、気象警報から住民避難にいたる主要インフラが整備されるこ

ととなり、上位目標が達成される可能性は高いといえる。 

（５） 自立発展性：以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、相手国政府によりプロ

ジェクト終了後も継続されるものと見込まれる。 

・ 実施機関である気象局（BMD）は、1986 年から継続して無償資金協力を受け入れて

おり、また職員を日本での研修にも参加させるなどし、一定の技術水準にある人材
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を備えており、本プロジェクトを円滑に実施する基礎的な組織能力を十分に有して

いるといえる。 

・ 本プロジェクトは、BMD が現在行っている気象観測・予報等の活動実績を踏まえ、

大きな技術的飛躍よりもそれら活動の精度を高めることに留意して計画されてい

る。このため、プロジェクト終了後も自立発展的な活動継続が見込まれる。 

・ また気象局独自に現状分析や課題整理を踏まえて策定した今後の活動計画を政府に

申請しており、プロジェクト終了後にも本プロジェクトの成果を活かして自立発展

的に活動を継続できると見込まれる。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトは、ジェンダー・環境等へ直接的に関与するものではないが、自然

災害に脆弱な貧困層に対して予警報等で災害情報が事前に提供されることで災害へ

の備えができるようになり、貧困削減に貢献するといえる。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

モンゴル国「気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト」 

同案件では、中心的な CP スタッフが若手技術者への技術移転や知識の普及を積極的に

行ったこと、日本人専門家から移転された技術や知識の多くが実際の業務に直結する実

用的なものであったことから、CP スタッフの参加意欲を高めることができた。プロジ

ェクトの成功には CP スタッフの選定と技術・知識など技術移転内容の精査が重要であ

り、本プロジェクトでもこの教訓を活用し、同様のアプローチにてプロジェクトを実施

する。 

また短期専門家中心の同プロジェクトでは継続的なモニタリングが困難になることが

あった。これを教訓とし、本プロジェクトでは現地に日本人専門家が継続して滞在・活

動し、CP スタッフとの定期的なコミュニケーションの場を設けられるよう短期専門家

の現地活動期間を工夫することが重要である 

 

８．今後の評価計画 

（１） 今後の評価のタイミング 

中間レビュー：計画第二年次中期（2010 年 12 月を予定） 

終了時評価：計画終了時の 4 ヶ月前（2012 年 3 月を予定） 

事後評価：協力終了 3 年後を目処に実施予定 
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略 語 表 

略語 英語名 和訳名
ADB Asian Development Bank アジア開発銀行
AWS Automated Weather Station 自動気象観測所
BDMB Bangladesh Disaster Management Bureau 防災管理局
BDRCS Bangladesh Red Crescent Society バングラデシュ赤新月社
BMD Bangladesh Meteorological Department バングラデシュ気象局
BST Bangladesh Standard Time バングラデシュ標準時

BTRC
Bangladesh Telecommunication Regulatory
Committee

通信管理委員会

BTTB Bangladesh Telegraph and Telephone Board バングラデシュ電信電話公社
BWDB Bangladesh Water Development Board 水資源開発庁
CDMP Comprehensive Disaster Management Program 総合災害管理計画
COS Centeral Operationg System 中央操作システム
CPP Cyclone Prepardness Programme サイクロン対策プログラム
DCP Data Collection Platform 静止気象衛星の通報システム
DDN Digital Dedicated Network デジタル専用回線
DMB Disaster Management Bureau 防災管理局（BDMB）

ECNEC
Executive Committee for National Economic
Council

国家経済評議会執行委員会

FFWC Flood Forecasting and Warning Centre 洪水予警報センター
GMS Geostational Meteorological Satellite 静止気象衛星
GPRS General Packet Radio Service 汎用パケット無線システム
GPS Global Positioning System 全球測位システム
GPV Grid Point Value 格子点データ
GSM Global Spectrum Model 全球モデル（数値予報モデル）
GTS Global Telecommunication System 全球気象通信システム
IEEE Institute of Electrical and Electronic Engineers 電気電子技術者協会
IDB Islam Development Bank イスラム開発銀行
IMD India Meteorological Department インド気象局
IPCC Inter-Governmental Panel on Climate Change 気候変動に関する政府間パネル
JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構
MOD Ministry of Defence 国防省
MSM Mesoscale Spectrum Model メソスケールモデル（数値予報モデル）
MSS Message Switching System 電文交換システム

MTSAT Multi-functional Transport Satellite
運輸多目的衛星（一般には静止気象
衛星ひまわり6、7号）

NOAA National Oceanic and Atmospheric Administration
米国海洋大気庁（またはNOAAが運用
している極軌道衛星）

NWP Numeric Weather Prediction 数値気象予報
PRSP Poverty Reduction Strategy Paper 貧困削減戦略文書
RSM Regional Spectrum Model 領域モデル（数値予報）
SAARC South Asian Association for Regional Cooperation 南アジア地域協力連合
SWC Storm Warning Centre 暴風雨警報センター（BMD内）
TYRIP Three Years Rolling Investment Programme 3ヵ年国家投資プログラム
UNDP United Nations Development Program 国連開発計画

UNHCR
The Office of the United Nations High
Commissioner for Refugees

国連難民高等弁務官事務所

UTC Coordinated Universal Time
世界協定時
　（グリニッジ標準時とほぼ同じ）

VSAT Very Small Aperture Terminal 超小型地上局（通信衛星システム）
WMIP Water Management Improvement Project 水資源管理改善プロジェクト
WMO World Meteorological Organization 世界気象機関  
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第1章 調査の概要 

1-1 背景 
バングラデシュ国（以下「バ」国）は国土面積の 90%がガンジス河を始めとする大河のデルタ地

帯であり、その大部分は標高 10m 以下の低平地で地理的特性から自然災害多発国となっている。特

に北東地域は洪水の頻繁地域で近隣国の山岳地域に囲まれていることからフラッシュフラッドの被

害も多い。しかしながら、現在この地域は気象レーダー観測網の範囲外になっていることから「バ」

国政府の要請に応じ、我が国は無償資金協力による「モウルビバザール気象レーダー設置計画」を

2008 年１月より実施中（2009 年 3 月完了予定）である。本気象レーダー設置により、「バ」国内には

5 ヶ所の気象レーダーが整備され、ほぼ全国土を気象観測網がカバーすることになる。「バ」国の気

象観測・予測は気象局（BMD）が管轄しており、地表観測所、バルーン観測、ラジオソンデ観測所

での観測に加え、現在 4 ヶ所の気象レーダーからのデータを元に気象観測・予測を行っている。さら

に水資源局（WDB）傘下の洪水予警報センター（FFWC）等関係機関と連携を図りながら、洪水予

測に必要な情報提供や関係機関・メディアへの迅速な情報伝達にも努力している。しかしながら、気

象レーダーから得られるデータを十分活用できているとは言いがたく、気象予測も予報官によって予

報にばらつきがあり、今般無償資金協力で整備される気象レーダーを有効に活用し、精度の高い観測、

予測、災害情報として活用度の高い解析を行う能力を強化するための技術協力が求められている。特

に、近隣国側の降水量推定を正確に行うことで精度の高い洪水予測が可能となり、「バ」国の洪水予

測体制の大幅な強化が期待される。 

こうした状況から「バ」国政府は、モウルビバザールレーダーによる観測結果と同レーダーのカバ

ーエリア内における雨量計による実降雨量観測結果のキャリブレーションによる観測精度の向上、及

び、ダッカ BMD 本局に勤務する気象予報官に対し、数値予報技術を導入することにより、予報頻度

及び精度を向上させ、レーダー導入の効果を一層向上させることを目的とした技術協力プロジェクト

の実施について日本国政府に要請した。 

1-2 目的 
本調査では、要請内容に基づき、技術協力プロジェクトの実施方針を確認するため、BMD をはじ

めとする「バ」国側関係機関との協議を通じて、本協力に関連する基礎情報を収集するとともに、本

協力を実施する際の先方の実施枠組みを確認し、協力内容について合意・決定することを目的とする。

また、併せて評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からプロジェ

クトを分析し、事業事前評価表（案）の作成を行うことを目的とする。 
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1-3 調査団の構成 
 

 氏名 担当 所属先 
期間 
(Arr-dp) 

1 三村 悟 総括/団長 
国際協力機構地球環境部 
水資源防災グループ防災第一課長 

8.Nov.- 
14.Nov. 

2 小城 良友 気象行政 
気象庁観測部計画課 
観測技術開発推進官 

3.Nov.- 
14.Nov. 

3 服部 修 協力企画 
国際協力機構地球環境部 
水資源防災グループ防災第一課 

3.Nov.- 
14.Nov. 

4 山本 忠治 気象観測 
財団法人気象業務支援センター 
振興部専任主任技師 

28.Oct.- 
22.Nov 
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1-4 調査日程 

総括 協力企画 気象行政 気象観測・解析

1 10/28 火 東京－バンコク（移動）

2 10/29 水
バンコク－ダッカ（移動）
打合せ（JICA事務所）

3 10/30 木 BMD訪問、挨拶、聞取り

4 10/31 金 資料整理、質問票準備

5 11/1 土
05:00　ラジオゾンデ観測（ダッカ）
10:00　レーダーサイト調査（ダッカ）

6 11/2 日
AM　質問票に関する聞取り（観測部）
PM　同　　　　　　　　　（SWC予報部）

7 11/3 月
AM　質問票に関する聞取り（気候部）
PM　団内打合せ

8 11/4 火

9 11/5 水

10 11/6 木

11 11/7 金

12 11/8 土 東京－ダッカ（移動）

15 11/11 火

16 11/12 水

17 11/13 木

18 11/14 金
地方観測所調査（Chittagong空港、
Chittagong観測所）

19 11/15 土
地方観測所調査（Sitakunda観測所、
Feni観測所、Commila観測所）

20 11/16 日 調査取りまとめ（JICA Office）

21 11/17 月
AM　追加調査（BMDHQ）
PM　調査取りまとめ（JICA Office）

22 11/18 火
地方観測所調査（Tangail観測所、
Bogra観測所）

23 11/19 水
AM　追加調査（BMDHQ）
PM　　　同　　（BMDHQ）

24 11/20 木
AM　追加調査（BMD技術部）

PM　調査取りまとめ（JICA Office）

25 11/21 金

26 11/22 土

14 11/10 月

08:30-10:00 団内打合せ
11:00-12:00 関係機関訪問、挨拶、協議（BMD）

11:00-12:00 関係機関訪問、挨拶、協議
                          （Ministry of Defence）

11:00-12:00 聞取り調査（PB観測、定時観測）

13 11/9 日

08:30-10:00 団内打合せ
11:00-12:00 関係機関訪問、挨拶、協議（BMD）

13:30-16:30 調査に関する協議（BMD）

地方観測所調査（Sylhet空港、Sylhet観測所）

10:00-12:00 聞取り調査（BMD）
13:30-14:30 事務所報告（JICA Office）
15:00-16:00 大使館報告（日本大使館）

10:00-11:30 PDM、M/Mに関する協議（BMD）
14:00-15:00 関係機関訪問、挨拶、協議（FFWC）

13:30-14:30 PDM、M/Mに関する協議（BMD）
15:00-16:00 関係機関訪問、挨拶、協議（UNDP）
16:00-17:30 気象レーダーサイト調査（ダッカ）

10:00-12:00 団内打合せ

14:00-15:00 M/M署名（MOF,BMD,JICA, /MOD)

09:30-10:10 関係機関訪問、挨拶、協議（ADB）

10:25-11:00 　　同　　　　　　　　　　　　　（BMD）

13:30-14:30 　　同　　　　　　　　　　　　（CDMP）

14:40-15:10 　　同　　　　　　　　　　　　　（DMB）

16:30-18:00 団内打合せ

バンコク－ダッカ（移動）
打合せ（JICA事務所）

09:30-15:50 調査に関する協議（BMD）
15:50-16:45 聞取り調査（観測露場、技術部）

東京－バンコク（移動）

地方観測所調査(MoulviBazarレーダー建設、Srimangal観測所）

14:00-15:00 　　同　　　　　　　　　　　　　（ERD）
16:30-18:00 団内打合せ（JICA Office）

14:00-18:00 聞取り調査
                   （PB観測、定時観測、気候部、SWC予報部現業）

ダッカ－バンコク－東京（移動）

ダッカ－バンコク－東京（移動）
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1-5 主要面談者 
（１）在バングラデシュ日本大使館 

福田 米蔵 公使参事官 
田村 政美 参事官 
榊原 佳広 一等書記官 
 

（２）JICA バングラデシュ事務所 
萱嶋 信子 所長 
長 英一郎 次長 
鈴木 光明 所員 
 

（３）国防省 Ministry of Defense (MoD) 
Mr. Kamrul Hassan Secretary 
Mr. Shah Sultan Uddin Ikbal Joint Secretary 
Mr. Nuruzzaman Assistant Chief 
 

（４）財務省 Ministry of Finance 
Ms. Nasreen Akhtar Chowdhury Deputy Secretary 
 (Economic Relations Division) 
 

（５）防災管理局 Disaster Management Bureau (DMB) 
Mr. A H M Abdullah Director (Training & Planning) 
 

（６）洪水予警報センター Flood Forecasting and Warning Center (FFWC) 
Mr. Saiful Hossain Executive Engineer 
 

（７）国連開発計画 United Nations Development Programme (UNDP) 
Mr. Tarik-ul-Islam Assistant Country Director (Disaster) 
Mr. Steven Goldfinch Program Officer 
 

（８）総合災害管理計画 Comprehensive Disaster Management Programme (CDMP) 
Mr. Ian Rector Chief Technical Advisor & Team Leader 
Mr. Tasdiq Ahmed Senior Project Specialist (ICT) 
 

（９）アジア開発銀行 Asian Development Bank (ADB) 
Mr. Zahir Uddin Ahmed Project Implement Officer 
  (Water & Environment) 
 

（１０）気象局 Bangladesh Meteorological Department (BMD) 
Ms. Arjumand Habib  Director 
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Mr. Md. Amirul Hussain  Deputy Director (Head Quarter/ Training Institute) 
Mr. Md. Sah Alam  Deputy Director (Storm Warning Center/ Climate Division) 
Mr. Dipak Chandora Nath Assistant Director (Synoptic Division) 
Mr. Ahmed Arif Rahid Senior Mechanical Engineer 
    (Workshop & Laboratory) 
Mr. Brojendra Nath Podder Senior Electronic Engineer 
    (Electric & Instrument) 
Mr. Md. Abdul Quddus Electronic Engineer (E&I) 
Mr. Md. Muzammel Haque Tarafdar Senior Mechanical Engineer 
    (Communication Division) 
Mr. Md. Mozidul Islam Meteorologist (Synoptic Division) 
Ms. Ayesha Hhatun Meteorologist (SWC) 
Ms. Farah Deeba Meteorologist (SWC) 
Mr. Md. Abdul Mannan Meteorologist (SWC) 
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第2章 調査結果 

2-1 調査結果の概要 
（1）要請内容の確認 

要請書及び BMD 作成の Master plan（PDM）案に基づき協議を行い以下 1)～4)のとおり要請

内容を確認した。これに対し調査団側から日本側実施方針を基に 5)～6)の重要性を説明し、先

方もこれに合意した。また Project Concept として図＊を共有し、合意を得た。 

＜先方要請＞ 
1) 気象レーダーキャリブレーション技術の移転（解析技術の向上） 

気象レーダーのデータを有効に活用にするためには必要な技術であるが、キャリブレーショ

ン自体は万能でなく、解析雨量の算出には段階が必要であることを説明した。先方は長期的な

目標も持ちつつもそれを理解し、本プロジェクトではキャリブレーションによる推定雨量の算

出までを目標とすることで合意した。将来的には①AWS の設置→②リアルタイムデータを用

いたキャリブレーション→③解析雨量の算出が目標とされる。またキャリブレーションの精度

を向上させるためには雨量観測所の増設が必要である。 

2) 数値予報の基礎技術の移転 
数値予報の導入については Capacity 不足等の問題から時期尚早との懸念もあったが、先方

は導入に向けた人材育成（基礎技術の習得）が必要であり、導入については本プロジェクト後

の展開を検討しているとのことであった。現在のBMDの状況から現実的な内容であるといえ、

本プロジェクトでは基礎技術の習得までを対象とすることとした。 

3) 気候データの集積とそれに基づく気候変化分析に関する技術の移転 
過去 30 年分の気候データ（長期的な気象データ）を有しており、現 BMD ではアーカイブ

化を進めている。先方の期待は地域気候変動モデルの導入であったが、それには①データの品

質管理、②気象データベースの構築、③統計解析による気候変化の傾向分析が必要であること

を説明し、本プロジェクトでは③統計解析による気候変化の傾向分析までを対象にすることと

した。 

4) 気象レーダーの運用・維持管理能力の向上 
無償資金協力にて供与した気象レーダーについて、現在でも運用・維持管理は行えているも

のの、より適切に運用・維持管理を実施するために先方から要請された。無償資金協力の成果

を自立発展的に向上させるために必要な投入であると判断されることからプロジェクト内に

て協力を行うこととした。 

＜日本側提案＞ 
5) 気象観測技術の向上 

観測の様子を調査した結果、観測者により観測方法等に差異が見られた。気象観測は気象解

析・予測の礎であり、地方観測所での観測レベルの向上が気象レーダーの有効活用には必要不

可欠であることから本プロジェクトの対象とすることとした。 

6) 広報活動（教育、啓蒙）の実施 
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天気予報、気象予警報などは①住民まで伝達されること、②住民がその意味を理解すること

が重要である。現在のBMDの業務所掌に上述業務は含まれていないが、その重要性を理解し、

セミナーやワークショップの開催、また気象学習用のブックレットの作成などの広報活動を本

プロジェクトの対象とすることとした。 

（2）プロジェクト実施・運営体制の確認 
BMD 局長を中心に、成果に応じて Working Group を設置し、プロジェクトを実施・運営し

ていく。主に対象となるのは Storm Warning Center、Climate Division、Meteorological Training 
Institute、Met. & Geo. Center, Chittagong の 4 部門となる。R/D 署名時までに CP リストを提出し

てもらうこととする。 

（3）地方観測所（Sylhet Airport, Sylhet, Srimangal）の状況確認 
既存資器材を大切に使用し、観測員もガイドラインに沿った観測を行っている。観測所内も

整理整頓されており業務環境は概ね良好であるといえる。一方で消耗品の調達が間に合ってい

ない、観測マニュアルが WMO の最新ガイドラインに沿って更新されていないなどの問題が

あり改善が必要である。また観測機器の定期的なメンテナンスは実施されていると推測される

ものの、日々の手入れについては不十分な点も見受けられ、この点についても改善が必要であ

る。 

（4）関係機関の役割分担及び連携体制の確認・整理 
Disaster Management Bureau (DMB) が防災管理の責任機関であり、Flood Forecasting & 

Warning Center (FFWC) は洪水に関する予警報の発出などの責任機関である。気象レーダーに

より観測されるデータを洪水予想に有効に活用するためには FFWC、予警報の国民への周知と

いう観点からは DMB との連携協力が必要である。両機関については JCC に Member として参

加してもらう予定にしている。 

（5）国際機関や他国援助機関による活動内容の確認・整理 
UNDP、DFID、EC、ADB などの機関が同国防災セクターにてさまざまな協力を展開してい

る。当該分野では、CDMP の協力にて 35 ヵ所の観測所及び空港など 7 ヵ所に気象データ通信

用の PC セットが供与されている。本プロジェクトの目的とは重複する内容でなく、本プロジ

ェクトにて機器を活用できる可能性がある。プロジェクト実施中は他機関への情報共有を密に

行いながら、連携・協力関係を構築していく必要がある。 

（6）気候変動に関連する取り組み 
本プロジェクトでは長期的な気象データを基に統計解析を行い、気候変化の傾向を分析する。

同国での気候変動に関する取り組みは世界的にも注目されており、プロジェクトにおいて周辺

国（SAARC）を集めたワークショップを実施するなどすることで、当該分野での地域間の連

携強化及び気候変動影響の評価にも貢献するものといえる。 
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2-2 所感 
（1）団長所感 

今次調査団は気象観測・予測能力向上を目的とする技術協力プロジェクトについて BMD を

はじめとする関係機関と協議を行い、11 月 12 日に合意内容をまとめた協議議事録を署名・交

換した。 

当初、バ側から出されていた要請書および事前のヒアリングでは、内容的に広範かつ技術的

にもバ側の事情に合わない協力希望を持っているのではないかとの懸念をしていた。しかし協

議を通じて BMD は、自分たちの現況と気象観測・予測能力向上のためのプロセスについて合

理的に理解していることが確認でき、プロジェクト内容に関する協議では大きな理解の相違も

なく、妥当な内容で合意することができた。 

具体的な協力内容としては、予警報の基礎となる気象観測とデータ解析の能力向上、無償資

金協力で整備されたレーダーのキャリブレーションをはじめとする有効活用が大きな柱とな

る。国内各観測値と全球気象通信システム（GTS）などによりもたらされるデータから天気図

を作成、予報を行うという一連の作業を実施する観測員および予報官の技術向上は、気象予報

の基礎であり、より正確な予警報のために不可欠なものである。また、ドップラーレーダーで

降雨量を正確に把握するためにはキャリブレーションが必要であり、これが行われることによ

ってサイクロンや大雨の警報が早く正確に発出できることにつながる。 

中長期の予報を行う数値予測については、これまで「バ」国では経験がないものであり、こ

れが要請内容に含まれていたことには若干の疑念を抱いていた（予報官の能力向上よりも一足

飛びに予報の機械化を進めたいのでは？）が、これは将来、中長期予報を行うことができるよ

う、まずは基礎から人員を要請したいという考えであった。 

BMD は過去約 30 年にわたる気象観測データを持っていることから、このデータを解析し気

候変化に関する傾向を把握することを活動に加えた。また、BMD 長官は SAARC の気象セン

ター所長も兼ねている事もあり、気候変動に関する地域ワークショップを開催することをバ側

に提案したところ、先方からは、気象災害や気候変動は国境を越えた課題であり、そのような

課題に対して地域への貢献ができるとすればすばらしいことである、として、プロジェクトの

活動に加えることに賛意を示した。 

気象情報のユーザーである FFWC などからは、BMD の情報発信が十分でないとの指摘もあ

った。本件プロジェクトの PDM の成果 5 はこれを踏まえ、メディアを通じた情報発信や住民、

児童への啓発などを目指すものである。 

気象観測および解析能力の向上は、サイクロンと洪水により大きな被害を受けている「バ」

国において喫緊の課題であるが、気象観測・解析ができようと、その結果が予警報として住民

に正確かつ迅速に伝わり、また、住民が正しい知識を持ち災害時に行動できる準備ができてい

なければ被害の軽減は実現できない。BMD が技術的な能力向上を果たすことだけではこれら

は実現できるものではなく、防災に関わる政府機関やドナーとの緊密な連携が必要であること

は言うまでもない。このため、設定されたプロジェクトの成果に直接結びつくものではないが、

観測情報の解析に関する訓練に FFWC 職員を参加させ BMD との相互理解を図る、防災教育を
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カリキュラムに取り込むよう教育省に働きかけるなど、中長期的な波及効果を目指した活動も

本プロジェクトの中で取り組むべきであろう。 

（2）気象行政所感 
本事前調査に気象行政担当として参加した、気象庁観測部所属の小職の立場から所感を述べ

る。 

BMD 側からの主たる要請は、レーダーによる降水量予測能力の向上と見受けられたが、レ

ーダー以外の、気象業務の根幹に関わる地上・高層観測部門および通信部門の状況にも疑問を

感じたので、BMD 本局・地方気象台・測候所を調査し、観測業務・測器検定業務に関する能

力向上の必要性の提言を行った。また、国民に対する気象情報の伝達・周知状況にも不十分な

点が認められたので、広報活動に対する提言も行った。 

1）地上・高層気象観測について 
BMD には 35 ヶ所の地上気象観測所があり、各観測所では３時間毎に気温・湿度・気圧・風

向風速・降水量・雲・視程などの観測を行う。また 10 観測所ではパイロットバルーン観測を

実施している。各データはその都度 Dhaka の本局内にある SWC に送られて日々の気象予報に

役立てられている。 

使用している観測測器は WMO の指針に準拠してはいるものの、いずれもかなり旧式の測

器を使用し続けており、測器のメンテナンスやデータの品質管理を適切に実施しないと観測精

度の維持は困難である。また測器の多くが観測員による目視読み取り方式であり、いずれの測

器も観測員の技術能力の差異等でデータの精度や品質に問題が生じる可能性が大きい観測方

式である。調査した限りでは概ね観測指針に従った丁寧な観測が行われている印象を持ったが、

指針類も約 30 年前の初版以来更新されていない他、一部で観測時間を守っていないケースや、

記録紙の取り付けミス、記録紙供給不足による欠測、粗悪記録紙使用による観測値読み取り不

能、測器の日常保守点検ミス、経緯儀の水平設置固定ミスなどが見られた。このため、観測デ

ータの信頼性向上のためには、観測業務指針および測器保守・較正業務指針の改定、観測員お

よび測器保守・較正要員の研修による能力向上および指針遵守姿勢の確保の必要性があると判

断した。 

2）通信インフラの現状について 
通信業務についてはインフラの整備遅れのため、国際通報を行う 10 観測所で電話線経由の

テレプリンター通信を行っている他は、無線（SSB）または有線電話による音声通報を行って

おり、いずれも所要時間が掛かる他に伝聞ミスなどによる通信エラーの機会が多く、データの

品質劣化の要因となっている。これらの通信インフラに関しては、CDMP において PC＋モバ

イルフォンによる GPRS を使用したオンライン通信計画が進んでおり、取りあえずはこの進捗

を見守る事としたいが、地方観測所の電源事情や職員の IT 機器利用現状を考慮すると、順調

に運用されるかどうか疑問が残る。 

3）観測・通報業務の高度化・自動化の可能性について 
観測業務の均質化・データ品質の向上には、観測・通信・品質管理各業務の機械化・自動化

が望ましいが、現状のインフラおよび職員の能力を総合的に考慮すると、測器や通信インフラ
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を早急に近代化することが果たして BMD にとって得策であるかどうかは、職員の任用問題も

あり慎重に検討する必要がある。観測業務の現状だけを見ても、BMD にとって最良の方策は

機器の更新による近代化ではなく、人材育成による観測業務の均質化・高品質化であることが

容易に推察可能である。よって、当面は観測測器の更新や自動化は見送り、人材育成プロジェ

クトがある程度軌道に乗ってから再度検討を行うべきと考える。 

なお、BMD 本局の Workshop & Laboratory においては、雨量計などの既存測器の改良開発生

産を既に行っており、将来的には近代化した測器の製作も可能な能力を取得できる可能性を秘

めていると推察する。本プロジェクト後半では、後述のレーダーデータのキャリブレーション

に関連して降水量観測所のオンライン化や増設が必要となるので、それらに必要となる測器の

開発・製作に Workshop & Laboratory が寄与することを期待したい。 

4）広報活動について 
いかに適切な防災情報を BMD が発信出来るようになったとしても、それを受け止める関連

機関や国民が防災情報の内容を的確に理解できなければ、防災・減災には寄与しない。現状で

は BMD に広報活動の義務が無いためさしたる活動も行われていない様子であるが、特に一般

国民に対する広報活動の重要性に対して BMD 側の一定の理解が得られたので、小学生や大人

向けの教材の出版・配布をプロジェクトに盛り込むことが可能となった。これを契機に、将来

的には地方観測所における地域住民向けの広報活動が活発になることを期待したい。 

5）レーダーデータによる降水量推定について 
現在建設中の Moulavi bazar レーダーは、北東部の Flush-Flood 予測に多大な効果をもたらす

と期待されているが、降水量の推定には数段階のステップアップが必要である。BMD 側は最

終目標であるレーダーと雨量計をリアルタイム統合した解析雨量およびそこから推定される

降水短時間予報を求めていると思われるが、インフラ整備が整っていない現状では不可能であ

るので、本プロジェクトでは基礎段階のキャリブレーションを行うのみに留める事とした。中

間評価次第では、次段階であるオンライン雨量計の整備計画も検討対象となる様、BMD 側の

能力向上に期待したい。 

その他、現在は BMD で実施していないと思われる以下の各気象業務を、プロジェクトの活

動を通して確立するよう提言を行った。 

•  観測データの品質管理業務および統計指針の策定 
•  データベースの構築および利用の利便性を考慮したツール群の整備 
•  予報官の能力差の縮小およびプレゼン能力の向上を目的とした災害事例解析検討会の実施 

 
全般的に、BMD 側はある程度の潜在的能力を有していると考えられるが、気象行政の近代

化に対して殆どビジョンを持っていない様に見受けられる。具体的な道筋を本プロジェクトで

示すことにより、その能力が最大限に引き出される事が期待される。 
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第3章 気象分野におけるバングラデシュ国の取り組み概況 

3-1 国家開発計画・政策における気象業務の位置づけと課題 
政府の軍法委員会が作成した、「政府機関設立の報告書」（1982 年）には、BMD の氏名を以下のよ

うに定めている。 

• 気象観測結果を記録し、短期予報および暴風警報を国民・航空関係者・海運関係者に発表する 
• この業務を遂行するために、地上気象観測所 32 箇所、高層気象観測所 12 箇所、レーダー観測

所 3 箇所画像データ受信所１箇所を運用する 
• これらの観測所に従来型または最新型の機器を整備する 
• これらの観測所を運用することで全国の気象観測を実施し観測データを保管する 

 
また、2005 年に完成した貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper）では、洪水、暴風雨

およびサイクロンによる自然災害は社会経済への影響が甚大であるとの認識のもと早期警戒を含む

災害管理体制の整備が重要であることが示されている。 

従って、BMD の観測能力・予報能力の向上は大雨やサイクロンの実況を正確に把握するとともに

正確な予報を発出することにつながり、自然災害による被害の軽減に多大な効果を発揮することにな

る。 

3-2 気象業務の実施体制と実施機関の組織内容 
（1）組織・人員 

1）上位組織との関係 
BMD はバングラデシュ国における国家気象機関であり、国防省に所属する 23 の機関の 1

つである。国防大臣は首相が兼務する。 
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2）BMD の組織図および定員 
BMD の本局は首都ダッカに置かれているが、チッタゴンにも管区気象台が置かれ、所属す

る測候所の日常業務の管理が分かれている。ただし全国および主要都市の気象予報、警報はダ

ッカにある SWC が行っている。なお、BMD の定員は 1,054 名となっている。 
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Ad Of Mt Ob Eg Se As Ot Total
1 1 1 3

1 1 1 3

1 1 1 3

1 15 1 8 25

2 1 2 5 10

1 14 6 1 2 24

1 8 2 1 2 2 16

1 7 2 1 1 12

1 4 2 1 1 9

1 1 1 7 1 1 12

1 1 1 4 2 1 10

3 2 9 2 1 3 5 25

1 3 20 1 7 32

1 17 10 1 2 31

1 7 6 1 1 1 1 17

1 1 1 3

3 1 1 1 6

18 16 3 5 42

5 1 1 7

1 2 14 1 66 14 98

1 13 3 17

1 0 48 73 42 1 58 26 249

1 1 1 3

6 2 2 6 16

6 3 4 13

3 2 1 6

6 2 1 9

65 106 49 101 32 353

20 31 220 232 152 25 246 128 1054

Director

Head Quarter

Administration

National Met. Comm. Center Dhaka

Establishment & General Admin.

Central Meteorological Store

Synoptic

Forecasting

Planning

International Meteorological

Electric & Instruments

Communication

Meteorological Training Institute

Workshop & Labolatory

Climate

Observatory Branch

Electrolyser Plant Dhaka

11 Observatories

Agromet

SWC: Storm Warning Center

Administration

Forecast & Warning

Met. & Geo. Center Chittagong

Genaral Administration

Hydromet

Sub Store CTG

Geographysical Observatory CTG

23 Observatories
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3）BMD 職員の資格および人数 
気象局には予報官や観測官等の技術職員が多数勤めているが、BMD では技術職員の資格を

下記のように定めている。先に示したが、定員 1,054名に対して職員数は 767 名となっている。 

役職および資格 
No 役職名 資 格 

1 予報官  Meteorologist 準予報官から昇進 

2 準予報官 Met. Assistant 大学卒業以上（気象学専攻） 

3 専任準予報官 Professional Assistant 準予報官から昇進 

4 観測官 Observer 高等専門学校卒業以上（科学専攻） 
5 主任観測官 Senior Observer 観測官から昇進 

6 準観測官 Assistant 高等専門学校卒業以上 

7 無線技術者 Wireless Operator 無線技術資格者 

8 気球担当者 Balloon Maker 高等学校卒業以上 

 
役職および職員数 

役職 Class 役職名 数

1 長官 Director 1 

1 部長 Deputy Director 5 

1 副部長 Assistant Director 6 

1 予報官  Meteorologist 22

管理職 

1 準予報官 Met. Assistant 21

1 部長 Deputy Director 1 

1 電気技師主任 Senior Electronic Engineer 1 

1 通信技師主任 Senior Communication Engineer 1 

1 機械技師主任 Senior Mechanical Engineer 1 

1 電気技師 Electronic Engineer 1 

1 通信技師 Communication Engineer 0 

1 機械技師 Mechanical Engineer 0 

1 準電気技師 Assistant Electronic Engineer 3 

1 準通信技師 Assistant Communication Engineer 6 

技術職 

1 準機械技師 Assistant Mechanical Engineer 3 

2 事務職 Admin Officer 2 

2 経理職 Accounts Officer 2 

2 機材管理 Store Officer 1 

2 安全管理 Security 1 

事務職 

2 化学者 Chemist 2 

技術員 3 技術スタッフ Technical Staff 212
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3 

専任準予報官、準予

報官、主任観測官、

観測官、準観測官、

気球担当者 

Professional Assistant, Assistant, 
Sr. Observer, Observer,  
Balloon Maker 

418

補助員 4 その他 Others 57

合 計    767

 
4）BMD の職員養成体制 

BMD には職員研修部があり、予報官や技術者の養成を行っている。定員はいずれも 10 名前

後で、ほぼ受講者全員が卒業している。これらの研修は毎年実施され、BMD 若手職員の育成

が行われている。 

研修コースおよび概要 

研修コース名 期間 研修内容 

Class2 予報官 
育成コース 

1 年 
物理、地学、力学、気象学、気象観測、気候学、水文、大

気海洋、測器、WMO コード 

Class2 予報官 
再研修コース 

6 ヶ月 同上 

Class3 技術員 
育成短期コース 

6 週間 
地球科学、気候学、気象学、力学、気象観測、天気図作成、

WMO コード 

Class3 技術員 
育成コース 

35 週間 
数学、物理、地球科学、気候学、気象学、力学、気象観測、

天気図作成、農業気象、WMO コード 

Class3 技師 
育成コース 

35 週間 
数学、物理、地球物理、気象学、通信システム、電気理論、

気象レーダー、測器、気象観測、WMO コード 

気象測器検定員 
育成コース 

8 週間 気象測器全般、検定記録簿作成 

Class4 観測員 
育成コース 

6 ヶ月 
数学、物理、地球科学、気象業務、気候学、気象学、天気

図作成、測器、気象観測、WMO コード 

気球担当者 
育成コース 

8 週間 気象学、数学、物理、測器、気象観測、WMO コード 

 
（2）予算 

1）過去の予算実績 
BMD の予算の推移（2002-2008 年） 

年 予算（1,000Taka） 前年比（%） 

2002 – 2003 142,100 102.6 

2003 – 2004 146,750 103.2 

2004 – 2005 153,500 104.6 

2005 – 2006 165,000 107.5 



 

 3-6

2006 – 2007 204,500 105.2 

2007 – 2008 238,470 116.6 

 
予算の内訳（2006-2007 年） 

費目 予算（1,000Taka） 比率（%） 

人件費 104,365 51.02 

消耗品費 25,500 12.47 

水光熱費 5,000 2.45 

機材維持管理費 5,800 2.84 

その他 63,835 31.22 

合 計 204,500 100.00 

 
本局における予算内訳の推移（1,000Taka） 

費目 2003-2004 2004-2005 2005-2006 2006-2007 2007-2008 

人件費 12,900 13,000 25,975 35,000 39,500 

消耗品費 900 1,100 2,369 1,620 2,150 

水光熱費 2,800 3,000 2,510 2,510 3,015 

交換部品費 8,000 12,000 14,000 20,000 30,000 

通信費 5,955 6,200 6,360 6,360 7,050 

予備費 1,100 1,500 540 540 1,006 

合 計 31,655 36,800 51,754 66,030 82,721 

 
2）予算計画 

予算計画（2008-2017 年） 

年 予算（1,000 Taka） 前年比（%） 

2008 – 2009 273,850 114.8 

2009 – 2010 316,640 115.6 

2010 – 2011 398,760 125.9 

2011 – 2012 431,400 108.2 

2012 – 2013 454,000 105.2 

2013 – 2014 485,100 106.9 

2014 – 2015 521,700 107.5 

2015 – 2016 566,100 108.5 

2016 – 2017 603,500 106.6 
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1,000Taka

2008-2009 2009-2010 2010-2011 2011-2012 2012-2013 2013-2014

124,250 140,890 201,960 218,500 225,000 240,000

50,000 60,000 65,000 70,000 75,000 80,000

5,500 6,000 6,500 7,000 7,500 8,000

15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000

VSAT 
600 750 800 900 1,000 1,100

8,500 9,000 9,500 10,000 10,500 11,000

70,000 80,000 90,000 95,000 100,000 105,000

273,850 316,640 398,760 431,400 454,000 485,100
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3

BMD Dhaka Dhaka Sylhet Sylhet

Srimangal Moulvi Vazar Chittagong

Chittagong Sitakunda Feni Commila Tangail

Bogra

UTC 3

UTC 6 BST 3

15

SSB

1982 WMO

WMO 7

PC

UNDP CDMP BMD

PC PC UPS

GPRS

10

PC PC



3-11

1 1 2

4

Tangail 1 10
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1
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1
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BMD 3

 RIC Regional Inspection Center Chittagong Commila Bogra Khulna

1 1

 RIC 1 1

2 1

BMD

10 2
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26

3 1 1 8

26

SSB

1 5

CDMP PC

1

10 6 1 1 4

PC
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③ GPS ラジオゾンデ（高層気象）観測 

観測機器 
・上昇速度（浮力）を一定に調整した GPS ゾンデ 
・自動追跡用のアンテナと PC 一式 

観測方法 

・GPS ゾンデから発信される信号（緯度経度、高度、気温、湿度）を一定時間間

隔（15 秒毎）に受信し PC で処理する 
・PC の自動処理で国際通報用の電文まで作成する 
・5 箇所で、1 日に 1 回の観測（06 時） 

技術力 ・最新機器が導入されている 

課題等 

・5 箇所で観測を実施しているが、毎日いずれかの地点 1 箇所で観測を実施して

おり、一斉の観測ではない（予算の問題） 
・通報が FAX、SSB 無線、電話なので、伝達ミス、転記ミスの原因となる 
・ハンドブックを整備する必要がある 

 
（2）予報業務 

1）予報・警報の種類と発表時間 
① 天気予報および天気概況（毎日発表） 
午前および午後 
天気予報（首相官邸向け：ベンガル語、英語） 10:00 BST 
天気予報（ダッカおよび近隣地域向け） 10:15 BST 
全国の朝の天気 11:30 BST 
全国の天気概況 14:00 BST 
天気予報（農業者向け） 14:00 BST 

 
夕 方 
天気予報（チッタゴンおよび近隣地域向け） 15:30 BST 

 
夜 間 
全国の夕方の天気 22:00 BST 
天気予報（ダッカおよび近隣地域向け） 06:00 BST 
天気予報（農業者向け） 05:30 BST 

 
② 海運および河川航行向け天気予報（毎日発表） 
午前および午後 
内国河川港警報 10:30 BST 
海の天気概況 10:30 BST 
漁業者向け天気予報 10:45 BST 

 
夕 方 
南部地域向け天気予報 15:00 BST 
内国河川港警報 16:00 BST 
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夜 間 
海の天気概況 22:00 BST 
内国河川港警報 22:00, 05:30 BST 
天気予報（チッタゴンおよび近隣地域向け） 05:00 BST 

 
※BST：バングラデシュ標準時（GMT＋6 時間） 

 
③ 警報（随時） 

サイクロン警報 
突風（Kalbaishakhi）および竜巻警報 
大雨警報 
突風警報 
熱波警報 
寒波警報 
濃霧警報 

 
④ 航空予報（各航空気象台より発表） 

各飛行場の天気予報（Terminal Aerodrome Forecast：TAF） 
各飛行場の天気予報（Significant Meteorological Information：SIGMET） 
航空路気象情報（METAR） 
航空路特別気象情報（SPECIS） 
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2）予報・警報の通報先 
 

Distribution List of Daily Weather Forecast and Special Weather Forecast 
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6

GTS

3 1 6 1

3 Dhaka, Cox’s Bazar, Khepapura

1 Rangpur

Moulvi Bazar 3

5

3 1

MTSAT I/N

NOAA I/N

METEOSAT INSAT I/N

SATAID

SATAID

GPV GSM I/N

GrADS
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FAX
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3-3-2 
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第4章 プロジェクトの基本計画 

4-1 プロジェクト目標 
気象情報を必要とする関係者に対して、確実で迅速な気象情報が発信されるようになる。 

（指標･目標値） 
1 気象レーダーを活用した推定雨量の提供 
2 防災関連機関及びメディアへの情報発信 

4-2 上位目標 
精度の高い気象情報により、バングラデシュ国における自然災害被害が軽減される。 

（指標･目標値） 
未設定（プロジェクト開始後、速やかに設定することとする） 

4-3 成果と活動 

【成果 1】 
BMD の気象観測および気象予報技術が向上する。 

（指標・目標値） 
1 プロジェクト期間中に観測員および観測機器の検定員に対して 6 回以上の研修を行い、研修

参加者の 70%が研修内容を理解する。 
2 70%以上の観測員が改訂されたマニュアルに沿って観測を行う。 
3 70%以上の観測機器の検定員が改訂されたマニュアルに沿って検定を行う。 

【活動 1】 
1-1 観測所の観測員に対する研修を実施する。 
1-2 WMO の最新の指針に沿って観測マニュアルを改訂する。 
1-3 予報官に対するデータ品質管理研修を実施する。 
1-4 天気予報に関する会報を毎日定期的に行う。 
1-5 観測機器の検定員に対する研修を実施する。 
1-6 観測機器の検定に関するマニュアルを改訂する。 

【成果 2】 
気象レーダーデータを使用した降雨量解析が気象予警報に有効に活用される。 

（指標・目標値） 
1 2010 年 12 月までに解析雨量と実雨量の相関関係が確認される。 
2 2011 年までに、5 基の気象レーダーの観測範囲内において BMD が解析雨量を算出すること

ができるようになる。 

【活動 2】 
2-1 コックスバザールおよびケプパラの気象レーダーデータおよび範囲内の既存雨量観測デ

ータについてキャリブレーション解析を行う。 
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2-2 実雨量と解析雨量の相関解析を行う。 
2-3 モウルビバザールの気象レーダーデータおよび範囲内の既存雨量観測データについてキ

ャリブレーション解析を行う。 
2-4 ダッカおよびラングプールの気象レーダーデータおよび範囲内の既存雨量観測データに

ついてキャリブレーション解析を行う。 
2-5 キャリブレーション手法により得られた解析雨量を評価する。 

【成果 3】 
蓄積された気象データを活用して気候変動の傾向を分析できるようになる。 

（指標・目標値） 
1 2010 年 12 月までに気候の統計解析の結果が南アジア周辺国（SAARC）に共有される。 

【活動 3】 
3-1 異常値を検出するためのデータ品質管理手法を開発する。 
3-2 データ品質管理手法を改良する。 
3-3 気象データのアーカイブを行う。 
3-4 気象データを用いた統計解析を行い、気候変動の傾向分析を行う。 
3-5 地域間ワークショップを開催する。 

【成果 4】 
数値予報（NWP：Numerical Weather Prediction）に関する基礎技術が習得される。 

（指標・目標値） 
1 プロジェクト終了時までに、5 名以上の BMD 職員が数値予報（NWP）の基礎技術を習得す

る。 

【活動 4】 
4-1 数値予報（NWP）に関する基礎研修を実施する。 
4-2 近隣国の出力結果をもとに数値予報の適用可能性を考察する。 
4-3 4-2 の結果をもとにガイダンス手法を試験する。 
4-4 4-3 の結果をもとにメソモデル解析を試行的に実施する。 

【成果 5】 
防災関連機関および一般国民向けに気象現象の理解促進を行う BMD の広報能力が向上する。 

（指標・目標値） 
1 プロジェクト期間中に防災関連機関向けに 6 回以上セミナー、ワークショップを開催し、参

加者の 70%以上が内容を理解する。 
2 気象災害の被害を受けやすい地域の小学生や住民を対象に、気象現象の理解促進を行うため

の小冊子を 2 種類以上作成し、配布する。 

【活動 5】 
5-1 防災関連機関向けのワークショップを実施する。 
5-2 気象現象に関する小冊子を作成する。 



 

 4-3

【成果 6】 
気象レーダー施設の運用・維持管理体制が強化される。 

（指標・目標値） 
1 プロジェクト期間中に気象レーダー施設の運用・維持管理に関する研修が 3 回以上実施され、

参加者の 70%以上が内容を理解する。 
2 プロジェクト終了時までに 10 名の BMD 職員が気象レーダー施設を効率的に運営・維持管

理できるようになる。 
3 気象レーダー施設の運営・維持管理に携わる関係者の 70%以上が見直されたガイドライン

に沿って作業を行う。 

【活動 6】 
6-1 気象レーダー施設の運用・維持管理に関する研修を実施する。 
6-2 機器の維持管理マニュアルの見直しを行う。 
6-3 気象レーダー施設の運用マニュアルの見直しを行う。 
6-4 適正な維持管理計画を策定する。 

4-4 投入（日本側、相手国側） 
（1）日本側 

(a) 専門家派遣： 短期専門家（7 分野） 
気象観測、気象予報、レーダーキャリブレーション、 
気候データ監理、統計解析、数値予報、 
施設運用・維持管理 

(b) 供与機材：  各種解析作業に必要な機材 
(c) 研修員受け入れ： 
 

（2）バングラデシュ国側 
(a) プロジェクト・オフィスの提供 
(b) カウンターパートの配置 
(c) カンターパート予算の負担（カウンターパート人件費、施設・土地手配、その他） 

4-5 外部条件 
1）成果達成のための外部条件 

1 研修を受けた観測員が気象局の業務に継続して従事すること 
2 研修を受けた機器検定員が気象局の業務に継続して従事すること 
3 技能を修得した職員が気象局にとどまること 
4 施設の維持管理に必要な予算が確保されること 

2）プロジェクト目標達成のための外部条件 
気象情報の提供など気象局に関連する業務に対する国の方針が変わらないこと 

3）上位目標達成のための外部条件 
気象局から提供される情報が関連機関で利用されること 
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第5章 評価結果 

5-1 妥当性 
本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

1）バングラデシュでは、強い降雨によりもたらされるフラッシュフラッド、サイクロン等の気

象災害による被害が多く、気象予警報にかかる BMD 職員の能力強化は喫緊の課題であり、

「バ」国が策定した貧困削減戦略書（PRSP）にも位置づけられており、国家開発課題とも

合致している。 
 

2）過去に無償資金協力を通じ、バングラデシュ全土及びインド国内の一部を観測する気象レー

ダー網が設置され、レーダーによる気象観測体制は整備された。しかしながら、それを補足

する気象観測及び予報に関する BMD 職員の技術レベルは未だ不十分であり、本技プロによ

る技術移転は不可欠である。 
 

3）本プロジェクトは日本の援助重点課題「災害対策プログラム」に位置づけられる。 

5-2 有効性 
本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込める。 

本プロジェクトは、バングラデシュ国の気象観測、解析、予報を担う気象局（BMD）の人

材育成、マニュアルの改訂、またこれまで我が国が協力してきた気象レーダー整備の成果拡大

を図る活動から構成されており、これまでの無償資金協力の実績も踏まえ、達成の実現可能性

は高いといえる。また外部条件として国家政策が変わらないことを挙げているが、国家政策の

中でも自然災害への対応は重要視されており、災害による被害の軽減・予防に資する気象観測

業務を担う気象局（BMD）の役割は今後も変わらないと思われる。 

5-3 効率性 
本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込める。 

これまで我が国が実施してきた無償資金協力の成果や教訓を十分に反映することができ、プ

ロジェクト目標達成に向けて効率的な活動が実施できるといえる。短期専門家派遣、CP 研修

を効率的に組み合わせることで、効率的な本邦リソースの活用を図る。また施設整備について

はこれまでの無償資金協力により実施されていることから、本プロジェクトの活動では既存の

保有施設・機器を最大限に活用することができる。 

5-4 インパクト 
本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

1）災害多発国であるバングラデシュ国において自然災害の被害が大きな問題であり、特に気候

変動の影響でさらにその注目度は増している。上位目標が達成され、自然災害発生時の被害

が軽減すれば、バングラデシュ国社会全体に大きなインパクトを与えるものと予想される。

また気候変動の傾向分析が発展すれば、災害対応のみならずバングラデシュ国の主要産業で

ある農業分野へも利用することができ、バングラデシュ国の経済にもインパクトを与えるも
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のと予想される。 
 

2）本プロジェクトによる気象情報発出能力の向上に加え、過去に無償資金協力により供与した

サイクロンシェルター（1993−2003 年、計 81 基）及び現在サイクロン「シドル」被災地域

にて建設中のサイクロンシェルター（2010 年完成予定、計 36 基）の複合的な効果により、

気象警報から住民避難にいたる主要インフラが整備されることとなり、上位目標が達成され

る可能性は高いといえる。 

5-5 自立発展性 
以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続される

ものと見込まれる。 

1）実施機関である気象局（BMD）は、1986 年から継続して無償資金協力を受け入れており、

また職員を日本での研修に参加させるなどし、一定の技術水準にある人材を備えており、本

プロジェクトを円滑に実施する基礎的な組織能力を十分に有しているといえる。 
 

2）本プロジェクトは、BMD が現在行っている気象観測・予報等の活動実績を踏まえ、大きな

技術的飛躍よりもそれらの活動の精度を高めることに留意して計画されている。このため、

プロジェクト終了後も自立発展的な活動継続が見込まれる。 
 

3）また気象局独自に現状分析や課題整理を踏まえて策定した今後の活動計画を政府に申請し

ており、プロジェクト終了後にも本プロジェクトの成果を活かして自立発展的に活動を継続

できると見込まれる。 

5-6 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
本プロジェクトは、ジェンダー・環境等へ直接的に関与するものではないが、自然災害に脆弱な貧

困層に対して予警報等で災害情報が事前に提供されることで災害への備えができるようになり、貧困

削減に貢献するといえる。 

5-7 過去の類似案件からの教訓の活用 
モンゴル国「気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト」 
同案件では、中心的なCPスタッフが若手技術者への技術移転や知識の普及を積極的に行ったこと、

日本人専門家から移転された技術や知識の多くが実際の業務に直結する実用的なものであったころ

から、CP スタッフの参加意欲を高めることができた。プロジェクトの成功には CP スタッフの選定

と技術・知識など技術移転内容の精査が重要であり、本プロジェクトでもこの教訓を活用し、同様の

アプローチにてプロジェクトを実施する。 

また短期専門家中心の同プロジェクトでは継続的なモニタリングが困難になることがあった。これ

を教訓とし、本プロジェクトでは現地に日本人専門家が継続して滞在・活動し、CP スタッフとの定

期的なコミュニケーションの場を設けられるよう短期専門家の現地活動期間を工夫することが重要

である。 
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